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中小企業における労使関係に
ついての若干の考察
松 原 藤
?
はしがき
本小論の意図は中小企業における労使関係すなわち中小企業の経営者と被傭
者としての労働者との関係 (Employer-LaborRelation) を個別的労働関係とし
てではなく，主として集団的労働関係として，これを労使関係の型，労使関係
の後進性，労使関係の二重性，労使間紛争の性格，労使協調の在り方，などの
問題としてとらえ，中小企業における労使関係の意味するもの，あるいは，そ
の現象形態を理解してみることにある。
ここに小論の範囲を，特に中小企業の労使関係に限定したのは労使間紛争の
諸問題，たとえば経済的従属関係にある労働者に対する不当労働行為 （個々 の
労働者を対象とする不当労働行為，労働組合を対象とする不当労働行為）が中小企業に
極めて多いこと， および労働争議（労働者に認められた団体行動権「争議権」に基
づいて行なう争議行為） が中小企業においては必要以上に深刻かつ長期複雑化
し，労使の共倒れ的死闘が展開されること，ならびに大企業ではいわゆる資本
と経営の分離，株式分散傾向および被傭経営者の増加につれて経営の自主性な
いし自主体（経営権）が成立し，他方では，労働組合の組織化と団体交渉力（特
に労働権）が強化され，また労使双方の近代化意識の向上により労働協約（一定
期間内における労使双方の権利・義務の確約であり，これは現実の労働条件に対する労働
者の自衛的意義をもっているが紛争を避けることにより企業平和の維持に役立つもので経
営者にも利点がある）の自主的法規範的性質についての理解を深めてきているの
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で，大企業における労使関係と中小企業のそれとを同一基盤において論ずるこ
とは多少無理だからである。以下はこのような意図のもとにおける中小企業の
労使関係についての若干の考察である。
1 中小企業における労使関係の型
中小企業における労使関係の特質を，端的に理解するために，アメリカのセ
レクマン教授（ハーバード大学）が指摘する労使関係の八つの型のうち，わが国
における中小企業の労使関係は，どの型に該当するかを考察してみよう。
ここに八つの型とは， (1)経営者が労働組合の攻勢を一定の範囲に限定しよう
として牽制する牽制的攻勢の構造， (2)労働組合が経営権を認めない闘争的なイ
デオロギー的構造， (3)経営者が労働組合を否定的に考える対立的構造， (4)労使
たがいに相手を承認しているが，利害を中心として勢力で争う勢力的構造， (5)
団体交渉が経営者と組合幹部との密約によって行なわれる密約的構造， (6)内部
交渉よりも外部への影響を与える目的で労使が共謀する共謀的構造， (7)労使が
和解している和解的構造， (8)団体交渉が賃金その他の労働条件のみでなく，生
産能率や生産物の価格，原価，無駄の排除，技術的進歩なども含んで，共同的
決定にまで進んでいる協力的構造，である。これらの八つの型のうち，名古屋
大学の末松玄六教授は， (1)(2) (3)が組合と闘う政策であるのに対して， (4)(5)(6)
が組合を承認する政策であり， (7)(8)が積極的に組合と協力する政策であるが，
わが国の中小企業においては，まだ， (1)(3)(5)などの型が多い1), と述ぺられ
ている。このことは正しく事実であろう。
さて以上の (1)(3) (5)の型に属する中小企業の労使関係（産業経営体内部におけ
る経営者集団と労働組合との関係）は，実は労使関係ではなく労資関係（産業経営体
内部における資本家・経営者と労働者の関係）が多いのである。 なぜならば， わが
国の約40万の会社のうち同族会社は85彩を占めているので，大企業の一部およ
び中小企業の大部分では，資本家つまり所有経営者が圧倒的に多く，したがっ
て中小企業の労使関係は，なおほとんどが労資関係であることになる。
128 
中小企業における労使関係についての若千の考察（松原） 393 
そこで端的にいえば，今日でも中小企業の多くは個人主体的な家父長的・同
族的性格の会社であり，実質的には近代的に組織された企業に脱皮していない
ものが多く，したがって，そこには労働組合法上，保護的な対等関係としての
労使関係ではなく，家族的，温情主義的な主従関係としての労資関係が存在し
ているのである。換言すれば，労働者としての被傭者と経営者との対等の関係
としての労使関係ではなく，経営者は主人，家長，親爺，親方であり，弱小で
はあるが資本を所有し，労働者は自己犠牲をも辞さない奉公精神でこれにした
がうという主従関係としての労資関係すなわち家族主義的労資関係が存在して
いるのである。もとより，このような家族主義的労資関係は零細企業や小企業
に多いが，しかし規模がある程度の拡大をした後においても，そのような労資
関係の残滓をとどめているものが多いのである。
いうまでもなく家族主義的労資関係は，一面において，それは親和的，友愛
的，温情的なものであるが，しかし資本主義の経済社会や産業経営社会の変貌
につれて，その実は親和的なものでも友愛的なものでも，また温情的なもので
もなくなり，むしろ集団的な労働関係としては労使関係の後進性といわれる特
殊な性格を露出しているのである。それでは中小企業における労使関係の後進
性とは何を意味するのであるか，まず，この点から考察してみよう。
2 中小企業における労使関係の後進性
中小企業の「労使関係」が「労資関係」であることをきめつけ，これを，す
べて否定的に考えるわけではないが，中小企業における労使関係には封建的と
もいうべき後進性が認められるのである。そして，この後進性は明らかに中小
企業に固有なる， (1)封鎖的小集団の非民主性， (2)人間関係の非近代性， (3)労働
力構成の非合理性，などを内容として形成されていると考えられる。そこで中
小企業における労使関係の後進性を，まず封鎖的小集団の非民主性という視点
から考察してみよう。
中小企業が封鎖的小集団（家族的・同族的会社）であることから， そこに今日
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でも依然として根強く支配しているのは家族的温情主義であり，これは平常の
場合には，親和的，友愛的，温情的であり，協力的な人間関係をもたらすけれ
ども，他面，この家族的温情主義は経営者の独善的，ワンマン的，権力的命令
に対する労働者の絶対的服従主義 （労働者の泣き寝入りや，事なかれ主義を生む）
という身分的主従関係としての非民主的な誤りをもたらすものである。という
のは家族的温情主義の人間関係は，いわゆる人間関係 (humanrelation) 以前
のものであり，非民主的，前近代的な人間関係であるからである。それは人間
人格の本質における対等の人間関係ではなく主従 (masterand servant)という
徒弟制度の残滓としての身分的温情関係における人間関係である。それだけに
親和的，友愛的，温情的濃密な一面は確かにあるが，しかしひとたび対立や反
目がおこると，かえって憎悪や感情のもつれや敵視が激しくなるものである。
また中小企業が封鎖的な小集団であるだけに，そこにいる人々はいやおうなし
に対面せざるをえず，憎しみは相対面することによってさらに深められ，いよ
いよぬきさしならぬ事態を惹起するわけである。2)
もとより「戦後の傾向として従来の古い雇用関係や主従的意識は滅びつつあ
るが，経営者と労働者の間には徒弟制度の残滓をとどめるものもある。特に小
企業ないし零細企業にこの名残りはみられる。経営者が事業の創始者として，
また技術者でもある場合は，ワンマン・プレジデントとして経営全般にわたっ
て権力的に支配し，この性格は経営規模が拡大され法人組織に変わっても，是
正されないs), のである。
さて中小企業における身分的主従関係としての非民主的な労使関係の誤りの
一つは，労働組合結成の否定であり，容易に相入れない労使の利害対立を解決
する相手が労働組合であることの認識不足，すなわち中小企業経営者の極端な
「組合嫌い」である。また，それとの関連において，労使の利害対立の自主的
合理的解決の「場」が団体交渉であることの労使双方の理解の不足などが，既
に述べた労使関係の型のうちの牽制的構造，対立的構造，密約的構造の型の形
成となり，ひいては労使関係の後進性を露出するのである。
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つぎに中小企業における労使関係の後進性を人間関係の非近代性という視点
から考察してみよう。いうまでもなく人間関係と労使関係は異なる。その相違
はおおむね次の諸点に求められる。「まず第一に， 労使関係は，労働組合とい
う集団と経営者側の集団との集団対集団の問題，組織対組織の問題として，巨
視的な世界のことであるのに対して，人間関係は主として，インフォーマルな
個々の人間間の細かい関係や小さい集団の問題として，微視的な領域のことで
ある。第二に， 労使関係は， 労使の利益の対立についての合理的な交渉とし
て，勝義に合理的なものであり，表だったフォーマルなものである。 もっと
も，それが労使の感情の対立や力の確執となって，合理的ではない要素が入る
こともしばしばあるが，やはり，その本質は合理的なものである。それに対し
て，人間関係は，……感情的存在でもある全体的人間としての従業員の人格や
人間性の尊重，回復がねらいとせられるものであって，その特色は勝義に非合
理的なところにあり，内輪のインフォーマルなものである。第三に，労使関係
は，容易に相入れないところの労使の利害の対立を解決しようとするが，人間
関係は，従業員の人格の尊重，人間性の回復ということが問題なのであって，
これは使用者といえども，今日異議の唱えられない問題であろう。 したがっ
て，そこに当然，共通の広場があり，対立や背離はありえないはずである。第
四に，労使関係においては，『労働力』の対価である『賃金』の問題が中心課
題であり，従業員は『労働力』としての人間とみられ，その『労働力』を組合
はその組織を通して経営者に対して経済的に高く買わしめよう，少なくとも安
く買わしめないようにしようとするのである。……しかしなんといっても，労
使関係では， 組合側からも， それに対する使用者側からも， 従業員は『労働
カ』としての人間と考えられており，その『労働力』の対価たる賃金の維持や
増加が組合の当面の問題とせられる。それに対して，人間関係においては，従
業員は前述したように労働力をもった『人間』，現実の生々しい生身の全体的
人間として把えられ問題とせられる0。」 このように人間関係と労使関係は異
なるが，しかし人間関係と労使関係は無関係ではなく使用者の不断の管理的努
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力が従業員関係を円滑ならしめ，その結果として労使関係に良い結果を与える
という間接的効果があらわれるものである。
けれども中小企業では，その日その日の経営や工場の拡張などに追われて，
人事管理や労務管理および労働条件の改善が顧みられないことが多いようであ
る。特に中小企業における労務管理の前近代性と，それに関係があるが，人間
関係と労使関係の相違に対する労使双方の無自覚から，中小企業に固有なる封
鎖的小集団の非民主性，わけても身分的主従関係と中小企業者の一般的な個性
ないし性格であるともいえる経営者病，たとえばワン・マン病などがからみ合
って経営を利益追求のための私有物と考え，経営の社会的責任を自覚すること
なく，人間関係の非近代性，これは経済社会や産業経営社会における民主化と
科学化が進むにつれて明確にあらわれてきているのであるが，そのまま労使関
係に転化されて，この結果は，労働組合の闘争的なイデオロギー構造となり，
あるいは反対に労組が御用組合化したり，あるいは経営者による不当労働行為
の発生となり，労使関係の後進性を露出するのである。
最後に中小企業における労使関係の後進性を労働力構成の非合理性という視
点から考察してみよう。中小企業の労働力構成は，一般的には，少数の熟練労
働力と多数の新規労働力と労働市場を流動する不熟練労働力の組み合わせから
成り立っている 5)。もとよりこの組み合わせは工場における雇用労働の使用の
場合である。なぜならば特に零細企業や小企業では家族労働の使用も多く，ま
た「中小企業労働は異質的なものの連続の線の上に定置される。一方の極に手
工業家内労働があり，他方の極に工場労働者があり，いわばこれを両対極とし
てその間に異なった型，異なった性格のものが，しかし中小企業労働として並
存しているのである6)。」 したがって中小企業の労働力構成はきわめて多元的
であるが，ここでは上述のごとき労働力構成から生じている不合理性を労働力
の「質の悪さ」と「団結力の弱さ」であると考えよう。そしてこの質の悪さが
経営者の組合嫌いとからみ合って自主的に労働組合を結成する能力にも欠けさ
せ，組合の結成は， もっぱら外部（上部団体）の指導と援助にたよることにな
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り，ここに経営者と組合との間に多くのデイレムマや摩擦（特に合同労組の場合）
がおこっているのである。また団結力の弱さは組合活動の致命傷となり，その
結果，経営者の組合活動や組合運営に対する支配介入，組合員の解雇や懲戒処
分．左遷的配置転換，ボーナスの削減，などワン・マン的統制や監視が強化さ
れる反面，組合の御用化＝会社組合＝黄色組合となり，あるいは第二組合の結
成)--t,i: ったりして，ここに労使関係の後進性を露出するのである。
3 中小企業における労使関係の二重性
中小企業は，その存立形態から必然的に，いわば宿命的関係に近い労使関係
の二重性をもつものである。周知のごとく中小企業の存立形態は独立形態すな
わち独自の分野に成立している中小企業および大企業と並立・競争している中
,1ヽ 企業と従属形態すなわち旧問屋制工業（家内工業）および新問屋制工業（問屋
制下請）と下請制工業（大工業下請）であるが， 後者の大工業下請は，従来（戦
前）のいわゆる下請制工業組織におけるような下請関係のみでなく，今日の特
徴としては，企業系列化すなわち取引関係における規制強化だけではなく，大
企業のいわば外業部として，その生産テンボまで親企業にあわさなければなら
ない（ストックレス・プロダクション・システム） ほどの従属性と経営権までも左
右されるほどの支配従属関係を強めている。そしてわが国中小企業の半分はな
んらかの意味において上述のごとき従属形態のものとして存在している。なお
系列支配強化の手段としては，（イ）原材料の供給，（口）下請加工の発注を継続的・
固定的な関係とする取引関係に基づくもの， Vヽ）株式保有による資本提携，（二）貸
付金や債権棚上げによる金融的援助，（ホ）重役派遣による経営参加など多くの手
段が用いられ，その系列関係にも厚薄，濃淡があり，また最近ではその系列再
編成が行なわれていることはいうまでもない7)。)
ところで以上述べたごとき中小企業の従属的存立形態から必然的に，その労
使関係においても，親企業の労使関係と系列中小企業の労使関係との二重性が
形成せられることになる。そして，このことが下請関係ないし系列化されてい
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る中小企業の労使間紛争を複雑化するのである。もとより複雑化の内容は種々
様々である。若干の事例をあげてみよう。
たとえば下請関係ないし系列化されている中小企業に新しく労働組合が結
成されると，経営者は，これまでの遅れた労使関係や前近代的な労務管理の欠
陥を忘れて，親企業への手前や親企業からの圧力から，また「組合が出来たら
おしまい」という悲観意識から労組結成の抑圧にとりかかる。その方法は実に
幼稚なものが多い。まず組合結成の責任者（労組の委員長，副委員長，書記長など）
をなんらかの理由 （無届欠勤，遅刻や早退が多いとか，就業時間中に職場を無断で離
脱したとか，アジビラを配布したとか，就業規則に違反したとかなど）をつけて懲戒処
分をする。あるいは組合大会の開催場所（会社の広場，食堂など）の使用を拒否
する。あるいは親企業から派遣される「系列企業生産担当重役」を生産会議予
定日とは別に，これを迎えて臨時朝礼を開いて，その際に親企業の圧力を組合
員に加える。あるいは社長が朝礼の際に親企業の労組と同じ上部団体への加入
を要請する。あるいは労組員の家庭や親元へ反組合的な文書を送付する。ある
いは職制をそそのかして第二組合の結成を図る。このようにして労働組合の結
成とともに上部団体の異なる二つの組合が，あるいは第一組合と御用組合が中
小企業のなかに作られ，一つでも小さい企業内単位組合が分裂抗争して労使間
紛争複雑化の素地を醸成するのである。もとより中小企業における労使間紛争
の複雑化が典型的にあらわれるのは労働争議わけても争議行為の伴う争議すな
わち同盟罷業や工場閉鎖の場合であろう。
いうまでもなく労働争議は低賃金の解消と社会保障の充実が達成されない限
り，好況の謳歌されているさなかでも，賃上げその他，労働条件の改善などを
理由に，また不況の嵐が吹きすさんでいるさなかでも，合理化，労管反対など
を理由に，産業労使間抗争の手段として，また労働者の社会的意識が高まるに
つれて，自然に増大するであろうが，中小企業の分野では；大企業における労
働争議の場合とは異なり，概して同盟罷業や工場閉鎖による作業休止日数は長
引き，争議の様相が深刻かつ複雑化し「争議効果の無い泥沼的争議」が中小企
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業労使の共倒れ的死闘として展開され「経営倒産」とは異る「労使倒産」に終
ることが少なくないのである。かかる事例は，特に技術革新による親企業の系
列中小企業に対する近代化・合理化要請に基づく労管反対闘争などの場合であ
る。この場合における労働争議の複雑化の根本原因は，中小企業における労使
の対立が，そのままそれぞれの上部団体に持ち込まれて争議指導，争議支援，
となり，また争議資金までも，それぞれの上部団体に依存することにある。上
部依存の結果，中小企業の経営者は親企業による近代化・合理化の要請と労働
争議の嵐のなかで経営の意欲と争議解決への自主性を失うであろうし，また労
組側は上部団体を中心に，同一地区内の労組，あるいは地区労，地評などの参
加により争議支援，カンパ， ヒ゜ケティングや坐り込みの動員など争議支援を受
け，中小企業の争議は単組の能力をはるかに越えたものに拡大する。かくして
中小企業の労使は，それぞれ自主的に争議を好転させる能力およびそれぞれの
「力関係」の妥協の上に争議を自主的に解決する方途をも制約される結果とな
り，ひいては不必要な長期争議の展開が第三者（労働委員会など）の介入なくし
ては，終結しないことになるのである。
もとより中小企業に対する労使それぞれの上部団体の争議指導や争議支援が
すべて悪いというのではない。むしろ正しい争議指導や争議支援は必要であろ
う。このことは戦後から今日にいたる労働争議の動向に大きな影響を与えてい
るのは労使双方における上部団体の争議指導の変化や労使関係に対する考え方
の変化であることをみても明らかなことである。したがって，ここに問題とな
るのは，中小企業における労使関係の二重性に基づく労使双方の自主性の制約
ないし喪失ということである。最近の中小企業における無用の紛議の長期化と
争議の複雑化は，確かに系列中小企業の経営者が，いたずらに親企業の圧力や
親企業への手前ばかりを気がねしたり，また労組が上部団体の争議指導やある
いは親企業の労組の争議支援に依存し過ぎたりして，自らの企業の位置の変化
や労使関係に労使双方が慎重なる配慮をなさないことに大きな原因があるので
はなかろうか。思うに，経営者側における自主性の制約ないし喪失は，中小企
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業の非近代的労使関係についての経営者意識の遅れをいつまでも放置する結果
となり，また労組側にとっても自主性の制約ないし喪失は，すべての労使間紛
争をいたずらに複離化させるばかりでなく，労働組合の正しき存立と発展に悪
い影響をおよぼす結果となるであろう。
さて既述した中小企業における労使関係の後進性と，いま述べた労使関係の
二重性は無関係の存在ではなく，むしろこの両者がからみ合っているところに
現在の中小企業における労使関係の特質が形成されているのである。すなわち
中小企業における労使関係の後進性は，現在の非近代的労使関係の「底流」を
なすものであり，いま述べた中小企業における労使関係の二重性に基づく自主
性の制約ないし喪失は，中小企業の非近代的労使関係の「混迷」をもたらすも
のであろう。私は現下の中小企業における労使関係の特質を，以上のごとく考
えるのである。
4 中小企業における労使間紛争の性格
労働組合を階級対立の所産と解するにせよ，経営者への対抗団体と解するに
せよ，労使間紛争は労使関係を基盤とする闘争行為として展開されていること
はいうまでもない。この意味では，大企業における労使間紛争と中小企業のそ
れとはなんら異質のものではない。しかし中小企業が経済的社会的弱者であり，
そのため劣悪労働条件や低生産性を余儀なくされているという企業側の，いわ
ば絶対的要因と，労組側においても企業の支払能力を越えた賃上げ闘争や労働
条件改善闘争を展開しても「労使倒産」という元も子も失う危険意識が作用す
るという，いわば相対的要因と，加うるに既述した中小企業における労使関係
の特質が作用する結果として，労使間紛争とその解決への処理の仕方には大企
業と多少異なるニュアンスがある。たとえば後者の処理の仕方を考察してみる
と，ひとたび中小企業に労使間紛争がおこって，それが激化すると，中小企業
では，それを自主的に解決するという努力を十分にすることなく，労使それぞ
れの上部団体や労働委員会への「あっ旋」または「調停」， あるいは「救済」
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を安易に申請して解決を図ろうとする。もとより労働委員会において，労使間
紛争を平和的に解決しようとするのはよい。しかし問題は，中小企業の労使双
方が誠意をもって自主的解決に十分の努力をしない形で安易に労働委員会へ紛
議をもち込むことである。いうまでもなく労使間紛争は自主的に解決されるこ
とが最も望ましいのであるが，この自主的解決への努力がきわめて不十分ない
し不足のまま労働委員会へもち込まれる傾向は，特に中小企業に著しいといえ
る。そこで以上のごとき視点から中小企業における労使間紛争の性格を，大阪
府地方労働委員会の取扱事例を参照して若干の考察を試みてみよう。
まず調整事件であるが，ここに調整事件とは，労使間紛争を労使公 （労働者
側委員，使用者側委員，公益委員）の三者構成によるあっ旋委員会で労使双方の主
張の要点を確かめ， その解決を図る事件である。「昭和39年中に地労委に係属
した101件の事件（この内訳は争議行為を伴う調整件数は15件，争議行為を伴わざる調
整件数86件）を調整事項別にながめてみると， 例年と同じく，なんといっても
賃上げを主たる要求事項とするものが圧倒的に多く40件で，申請のあった事件
の40パーセント近くが賃上げ問題に関するものであった。これに対し，同じく
積極的経済要求事項といわれる一時金（夏期，年末および年間臨給）を主たる要
求事項とするものは 27件 (20.8%) となっている。一時金に関する調整事件
は，昭和30年頃までは，年間調整事件中の最多数を占めていたが，昭和34年頃
以降は，年々賃上げに関するものがトップを占めるようになり，この傾向は今
後も続きそうである。これは最近における労組の経済闘争重視の傾向が強ま
り，特に，その基礎となる賃金引上げに，闘争の重点をおこうとするもので，
例年，春闘を控えて労使の賃金論争が活発となっていることからもうかがわれ
るのである。
このような積極的な経済要求に関するものに対し，年間増加の傾向をみせて
いるのが， 基本的な調整に先だっ， いわゆる窓口の問題， 付随的問題たる団
体交渉促進を調整事件とするものである。 ちなみに昭和37年9件， (4.4彩）
38年9件 (7.7%)であったのに対し， 39年は22件 (16.9彩）に増加しているの
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が目立っている。これらの事件のほとんどが，組合結成直前であること，小規
模企業に多くみられるほか，業種では非製造業関係におけるものが多くなって
いる。団交促進事件は，使用者の団交拒否およびその交渉態度をめぐって，そ
の誠実を訴えるものが多いが，いずれにしても，使用者の労組に対する認識不
足から異常に労組を嫌悪する場合のほか，労使の感情対立による場合が多くみ
うけられる。……このほか消極的な事項を調整事項とするものは解雇問題が主
であるが，これは不当労働行為の救済申立てに先だって，あっ旋申請されるも
のが多く，調整段階での解決はむつかしい場合があって，ほとんど不当労働行
為救済申し立てがなされ，審査部門に移されることが多い。……その他……時
間短縮を主調整事項とするもの， これには複数の調整事項を掲げるものが多
く，特に組合結成直後の場合や小・零細企業の場合に多くみられる」s)のであ
る。
次に不当労働行為事件であるが，ここに不当労働行為事件とは，労働組合法
第7条が規定する使用者がしてはならない行為すなわち 1号， 2号， 3号， 4 
号事件であり 9)' これは申立人の申立書， 被申立人の答弁書， 準備書面， 書
証，などに基づき担当の公益委員が調査，証人審問後（労使それぞれの参与委員
がつく場合もある）公益委員会会議の合議により命令あるいは申立ての棄却をし
て，その解決を図る事件である。上記と同様に，「昭和39年中に地労委が取扱っ
た不当労働行為事件をながめてみると，計70件のうち前年度よりの繰越18件，
39年の申立は52件で， これは前年度の申立件数に比し 33%の増加を示してい
る。これを申立人別にみると，組合申立50件，個人申立2件である。組合申立
のうち上部団体に属しているものは42件であり，すべて総評に属している。使
用者の規模別にみると従業員 300人未満が38件で全体の73%を占めている。ま
た産業別にみると， 製造業が25件で全体の48%を占め， そのうち機器 (10件）
印刷出版 (4件）の各製造業が多い。製造業以外では運輸通信業 (15件）が多
く，そのうちタクシー業が 9件を占めている。次に事件内容を号別に区分して
みると， 1号違反が40件， 2号違反21件， 3号違反31件であり， 4号違反につい
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ての申立はなかった10)」のである。
ところで当然のことではあるが，地労委で取扱う労使間紛争の諸事件は，以
上のごとく中小企業に圧倒的に多いが，それらの諸事件を通じて判断されるこ
とは，中小企業経営者の労組に対ずる認識不足，異常なほどの組合嫌い，労使
の相互不信と感情的対立，自主的解決への努力不足，経営者の独善的行為およ
び近代的労務管理に対する意識の遅れ，など既に述べた中小企業における労使
関係の後進性の露出が典型的にあらわれているのである。
最後に労働争議であるが，ここに労働争議とは，争議行為を伴う争議のこと
で，労使間の主張が不合致のまま対抗的に分立するときあらわれる現象であ
り，それは労使間の取引関係における紛争解決のために，実力手段を行使する
状態を意味するものであって業務の正常な運営を阻害する争議行為をいうので
ある11)。昭和39年中における府下労働争議件数は413件であり，そのうち争議
行為を伴うものは295件（このうち15件が調整件数），争議行為を伴わざるものは
118件（このうち86件は調整件数）であって争議行為を伴っているものが多い。も
とよりこれら413件の労働争議がすぺて中小企業争議というのではないが，中
小企業に圧倒的に多いことは企業規模別調整件数から類推判断しても明らかで
ある。
さて中小企業における労働争議（以下，争議行為を伴う争議を争議遂行あるいは
スト突入という表現を用いる）は解雇問題， 賃上げ問題， 臨時給与の増額，労働
協約改締結，組合承認その他の要求のもつれから発生しているが，中小企業に
おける争議の遂行には二律背反的な二面性があるように考えられる。その一面
は，中小企業における争議遂行が経営者の労働問題に関する知識の不足と労組
の争議についての未経験のために意外に安易に行なわれるということであり，
これに反して他の一面は，中小企業における争議遂行が経済的社会的弱者であ
るという企業主側の絶対的要因と労使倒産という労組側の相対的要因すなわち
危険意識からきわめて困難であるということである。
前者の場合についていえば，中小企業における労働者の「組合結成，要求書
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提出，スト突入，職場占拠，製品搬出，暴力汰沙，工場閉鎖，立入禁止の仮処
分と一連のことが争議の常道のように行なわれていること12), また経営者側
においても賃上げ闘争などが激化すると偽装解散，抜打ち閉鎖を行なって経営
者が行方をくらまし，したがって労組がむなしく籠城ストを続行するというよ
うな悲惨な事態はスト突入が意外に安易に行なわれた結果であろう。後者の場
合についていえば，中小企業におけるスト突入は経営者にとっても，労組にと
っても， 「両刃の剣」の危険すなわちスト突入が労使倒産につらなる危険から
客観的にも主体的にも争議遂行がきわめて困難であるということであり，この
ことは争議行為を伴った争議の発生件数を規模別の傾向としてとらえてみる
と，小規模ほど少ないことが明らかで，中小企業の労使が，いかに争議行為を
行ないえない環境におかれているかが明白である。それだけにひとたびストに
突入すると，労使関係の後進性や二重性がからみ合って中小企業の労働争議を
必要以上に深刻かつ長期複雑化し，争議が泥沼的死闘の様相を展開するのであ
る。なお「中小企業の争議は，大企業に比して，労働者側が受身の立場に置か
れた防衛的争議の割合が高く，積極的な要求のなかにおいても，組合承認または
組合活動に関する要求，経営参加要求などの非近代的な経営に対する反抗とみ
られるような要求が特に目だち，低賃金などの劣悪労働条件に拘束されながら
も，これらに関する要求は相対的に少ないということである 18)。」とにかく受
身の防衛的争議という性格は，今日の中小企業争議にも認められるであろう。
5 中小企業における労使協調の在り方
中小企業における労使協調が必要であるのは，大企業や独占企業の場合と異
なり，それが企業平和とか，産業平和とか，の単なる御題目ではなく，企業の
死活すなわち，これからの中小企業の存立にかかる重大問題だからである。こ
こに労使協調が，これからの中小企業の存立にかかる重大問題であるというの
は，以下のごとき意味においてである。
昨今の経済状態において，なんらかの意味で中小企業の存立に大きな影響を
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およぽしている圧力は， (1)わが国の重化学工業化の推進による軽工業部門の縮
少化圧力， (2)大企業のオリゴポリー体制（大企業のグループ化，コンピナート化，
下請系列化とその再編成）の進展圧力， (3)大企業の中小企業業種分野への進出圧
ヵ， (4)後進国工業製品（天然ゴム，人造花，履物，クリスマス・ツリー，等）の輸出
攻勢圧力（わが国の重化学工業製品の輸出増大を図らんとすれば後進国よりの第一次産
品以外に，消費財の多少の輸入は必然化する）などである。以上のような諸圧力の
もとに，中小企業は経済的にも経営的にも諸種の問題，たとえば，（イ）自己資本
の充実と税負担の軽減問題，（口）雇用難と近代化投資の問題，り下請取引の改善
と事業分野の調整問題．（二）協業化と転廃業問題，（ホ）労働力不足時代の賃金上
昇圧力の問題，などをかかえて倒産旋風のなかに苦悩しているのが今日の中小
企業の現実の姿態である。しかも他方において，中小企業は後進的な労使関係
と非近代的な労務管理および可成りの数にのぼる特殊な労使間紛争をもってい
る。端的にいえば，今日の中小企業は宿命的または運命的な悪循環的諸条件に
とりかこまれている。ところで以上のような悪循環的諸条件を払拭して中小企
業の存立と成長を自主的に図らんとすれば，それは帰するところ労使協調によ
る労働生産性の向上以外に道はない。
ここに労働生産性の向上とは，投下労働の一定単位に対する産出量もしくは
産出額（価値量）の上昇のことであるが，今日の中小企業における正しき意味
での労働生産性の向上は，まず中小企業における設備の近代化と賃金その他の
労働条件の上昇および近代的労務管理の充実による勤労意欲の昂揚なくしては
実現するものではない。してみれば中小企業における労働生産性の向上は，大
企業の場合のそれとなんら異なることなく，基本的には設備の近代化（科学化）
と労使関係の近代化（民主化）を基盤とする新経営秩序の確立によって可能と
なるものである。しかし前者の設備の近代化（科学化）は中小企業の資本調達
力が弱いことから自力では不可能で，これは国家政策による保護助成の対象と
なる問題であるが，後者の労使関係の近代化（民主化）は中小企業労使それぞ
れの自己啓発と積極的努力によって可能となる問題である。中小企業における
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労使協調とは，実は後者の問題としての労使の協力関係にほかならない。もと
より労使協調は労働生産性の向上につらなる反面，現実におこっている労使間
紛争の解決と，その発生を未然に予防することに重要な現代的意義がある。こ
のような意味での労使協調は今日の悪循環的諸条件にとりかこまれている中小
企業の存立と成長にとってきわめて必要なのである。それでは中小企業におけ
る労使協調は，いかにして可能であるか，その「在り方」について，紙数の制
限もあるので簡潔に私見を要約してみよう。
中小企業における労使協調の在り方として，まず第一に必要なことは，労使
関係の近代化に対する努力であるが，その努力とは労使双方が， (1)企業におけ
る人間関係の理解を深めること， (2)集団的労使関係を労働立法に照して正しく
認識することである。第二に労使間紛争に対する努力として必要なことは， (1)
紛争の真相や紛議を社会通念に照して判断すること， (2)紛争を自立・自力で，
しかも誠意をもって解決すること，である。第三に必要なことは，賃金その他
の労働条件について労使双方が自主的に話し合うこと，である。この話し合い
の「場」が団体交渉（労組が未組織の場合は従業員代表との懇談会）である。 今日
では団体交渉の主要な題目は，（イ）組合承認，（口）賃金および時間，し、）有給休暇，
（二）退識金，厚生，保険，困就業規則，（へ）労働協約改締結，（卜）苦情処理，（チ）労災
• 安全，などである。
ところで最も重要なことは，団体交渉における自主的話し合いの結果を労働
協約にまでまとめあげること，つぎに制度として，たとえば苦情処理制度，労
使経営協議会制度，労災安全委員会制度，従業員代表制度，労働協約制度，な
どとして中小企業にふさわしいように確立することである。制度は労使双方に
よって活用されなければならないし，協約は労使双方が厳守しなければならな
い。中小企業における労使協調は以上のような努力の「積み重ね」の上に成り
立つものであり，誠実のない観念論的御題目によって成り立つものではない。
労使双方の人格の尊重と相互信頼および働く者の生活の向上を真に配慮する経
営者の精神的基盤の上に立つ労使協調こそ「在るべき真の労使協調」である。
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以上，中小企業における労使関係の型，労使関係の後進性，労使関係の二重
性，労使間紛争の性格，労使協調の在り方，などについて若干の考察をしてき
たが，もとよりこれらは最近における中小企業の多元的なる労働問題の一つで
あるに過ぎない。それでは中小企業の多元的なる労働問題の，いわば重要な，
政策的核心は何であろうか。要約すればつぎの三つの課題が重要である。
その第ーは，最近までにおける中小企業存立の唯一の条件である低賃金，長
時間労働，不潔な戦場に露出された低労働条件を「労働組合法」と「労働基準
法」とによって代表される労働の社会的地位の変化と向上に，いかに対応させ
てゆくか。第二は，最近までの高度成長に基因する一部若年労働力不足すなわ
ち労働力需給の不均衡にいかに対処してゆくか。第三は，労使関係の後進性や
二重性を，いかに改善してゆくか。これらの相互に関連のある課題は，もとよ
り政策の立場から，経営の立場から，また労働の立場から解決してゆかねばな
らないが，しかしその前提として経済の安定的成長（国際収支の拡大均衡，国内
需給の発展的均衡，物価の安定的上昇の経済）が必要であることはいうまでもない。
この前提の上に，まず第一の課題を解決してゆくためには，（イ）中小企業におけ
る小規模性の克服と近代化・合理化の促進，（口）組織化と協業化の推進， y、）経営
者教育の充実，（二）最底賃金制の拡充，などが必要である。
第二の課題を解決してゆくためには，（イ）労働力流動化の促進，（口）職務・能力
に応じた賃金体系の形成，り不完全就業者と中高年労働層の技能訓練と雇用の
推進，（二）労働節約的経営方式の採用，などが必要である。
第三の課題を解決してゆくためには，（イ）同族会社的性格からの実質的脱皮，
（口）労働組合組織化の正常な推進，か）近代的労務管理の採用，（二）労使協調体制の
確立，などである 14)。
もとよりこれらの労働諸問題の短期政策的な解決は容易なことではない。し
たがって総合的な長期労働政策的課題として，その課題の達成のために，政策
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の立場，経営の立場，労働の立場からの，それぞれの三位一体的，実践的協力
が必要である。わけても中小企業における労使協調と，その制度の確立および
労働生産性の向上は，当面する経済不況と倒産旋風のなかで，経営者と労働者
が真剣に考えるべき焦眉の急を要する根本課題であろう。
(1) 末松玄六『中小企業成長論』昭和38年4阪， 426-427ベージ参照。
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